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制定 平成 30年７月 13日 

子幼の第 ７４６号 

（子ども未来局長決裁） 

改定 令和元年７月９日 

子幼の第 ６８４号 

改定 令和２年４月 24 日 

子幼の第 ８９号 

改定 令和４年３月 29日 

子幼の第１８１７号 

さいたま市地域型保育事業の連携施設の確保に関するガイドライン 

１ 目的

本ガイドラインは、さいたま市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する条例（平成２６年さい

たま市条例第５５号。以下「条例」という。）第６条を踏まえ、地域型保育事業者に確保を求めてい

る連携施設の要件及び内容等について定め、保育の適正かつ確実な実施及び教育又は保育の継続的

な提供に資することを目的とする。 

２ 定義 

このガイドラインにおける用語の定義は、次に定めるところによる。 

(1) 地域型保育事業とは、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第６条の

３第９項に規定する家庭的保育事業、同条第１０項に規定する小規模保育事業及び同条第１２

項に規定する事業所内保育事業をいう。 

(2) 地域型保育事業者とは、地域型保育事業を行う者をいう。 

(3) 地域型保育事業所とは、地域型保育事業を行う事業所をいう。 

(4) 地域枠利用乳幼児とは、条例第４２条に該当する乳児又は幼児をいう。 

(5) 乳幼児保育所とは、法第３９条第１項に規定する施設であって、設置認可を受けているものの

うち、原則として、満３歳未満の乳児・幼児のみを保育する施設をいう。 

(6) ナーサリールームとは、さいたま市ナーサリールーム事業実施要綱第２条第１項に規定する施

設をいう。 

(7) 企業主導型保育施設とは、条例第６条第５項第１号に規定する施設をいう。 

(8) 連携施設とは、条例第６条第１項各号に規定する事項に係る連携協力を行う保育所、幼稚園又

は認定こども園をいう。 
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３ 連携施設の確保について 

(1) 確保すべき連携項目 

地域型保育事業者は、以下の機能を担う連携施設を適切に確保しなければならない。 

① 保育内容への支援（条例第６条第１項第１号に掲げる事項。以下同じ。） 

② 代替保育の提供（条例第６条第１項第２号に掲げる事項。以下同じ。） 

③ 卒園後の受け皿（条例第６条第１項第３号に掲げる事項。以下同じ。） 

(2) 乳幼児保育所における準用 

乳幼児保育所は、設置認可を受けるにあたり連携施設の確保を義務付けられていないが、乳

幼児保育所を利用する乳幼児が卒園後も必要な教育又は保育を継続的に受けられるよう、「③卒

園後の受け皿」に係る連携施設を設定する場合は、本ガイドラインに定める内容を準用するも

のとする。 

(3) 複数の施設との連携協力 

連携協力の内容に応じて、一の地域型保育事業所に対し複数の連携施設を設定すること、一

の連携施設が複数の地域型保育事業所の連携施設となることも可能とする。また、一の連携施

設が３(1)に掲げる機能の一部しか協力できない場合であっても、複数の連携施設と連携協力を

行うことにより、３(1)に掲げる全ての機能を担保することができる場合に限り、当該地域型保

育事業所は、連携施設を確保できたものとみなすことができる。 

(4) 覚書の締結 

地域型保育事業者は、連携施設を運営する者との間で、３(1)に掲げる連携項目の内容につい

て、その具体的な内容や方法、費用等を協議し、覚書を取り交わすこととする。 

なお、地域型保育事業者と同一の設置者が運営する施設を連携施設とする場合は、法人の意

思決定機関において、連携協力の内容に係る事項を協議することとし、その内容を議事録等に

記録し、保存することとする。 

(5) 市への届出 

ア 地域型保育事業者は、連携施設を新たに確保した際には「地域型保育事業連携施設届出書」

（様式１）に、連携施設を運営する者との間で取り交わした覚書又は議事録等の写しを添

えて、さいたま市へ届け出るものとする。 

イ 地域型保育事業者は、連携協力の内容に変更があった際には「地域型保育事業連携施設設

定内容変更届」（様式２）に、連携施設を運営する者との間で取り交わした覚書又は議事録

等の写しを添えて、さいたま市へ届け出るものとする。 

ウ 地域型保育事業者は、連携施設を運営する者との連携協力を解除した際又は効力期間の満

了等により覚書等の内容が無効となった際には、「地域型保育事業連携施設設定解除届」（様

式３）により、さいたま市へ届け出るものとする。 

(6) 経過措置の適用（条例附則第３項に基づく経過措置）

地域型保育事業者は、連携施設の確保が著しく困難である場合においては、令和７年３月３

１日までの間に限り、連携施設を確保しないことができる。 



3 

４ 連携協力の内容 

(1) 保育内容への支援 

地域型保育事業の利用乳幼児に集団保育を体験させるための機会の設定、保育の適切な提供に

必要な相談、助言その他保育内容に関する支援を連携施設において行うこと。 

ア 連携施設の所在地 

日常的に、地域型保育事業所と連携施設との間を往来することを踏まえて、地域型保育事業

所から可能な限り近いことが望ましい。 

イ 内容 

下記項目中、少なくとも１項目以上設定すること。 

項 目 内    容 

相談・助言 利用乳幼児及び保護者等への支援について、連携施設へ相談を行い、助

言を受ける 等 

合同保育 

（行事への参加） 

連携施設における定期的（年６回程度を推奨）な合同保育（行事への参

加）により、集団保育の機会を確保する 等 

園庭開放 運動遊びを通じた利用乳幼児の健康増進に向け、連携施設の屋外遊戯場

等を定期的（月数回程度）に開放する 等 

給食 地域型保育事業所において自園調理を行わない場合、連携施設で調理し

た給食を搬入する 等 

※ 給食を搬入する際には、専用ボックス等を使用する等衛生的な配慮を

すること 

健康診断 連携施設と同一の嘱託医に委嘱する場合、必要に応じて連携施設と合同の

健康診断を行う 等 
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(2) 代替保育の提供 

地域型保育事業所の職員の病気、休暇等により保育を提供することが一時的に困難な場合等に、

当該地域型保育事業者に代わって連携施設を運営する者が保育を提供すること。 

ア 連携施設の所在地 

連携施設において代替保育を受ける利用乳幼児及び保護者並びに連携施設から派遣される

職員が適切に移動できる範囲で確保することが望ましい。 

イ 内容 

    項 目 内    容 

代替保育が必要な場合 ○地域型保育事業所の職員の病気や休暇・研修等により保育の提供

が一時的に困難な場合 

○災害等により地域型保育事業所で保育の受入体制が整えられな

い場合 等 

代替保育の実施方法 ○地域型保育事業の利用乳幼児に対し、連携施設において代替保育

を提供する 

○連携施設から職員の派遣を受け、地域型保育事業所において代替

保育を提供する 等 

代替保育の提供を 

拒むことができる場合 

○代替保育を提供することにより、保育士の配置基準を満たせなく

なる等、利用乳幼児の安全な保育や施設運営に支障が生じる恐れ

があると判断する場合 

○特別な支援を必要とする利用乳幼児がおり、当該利用乳幼児のた

めに必要な人員を配置できない場合 

○連携施設及び地域型保育事業の双方又は一方において感染症等

が発生し、感染拡大の恐れ等がある場合 等 

代替保育時の損害対応 代替保育中に発生した損害については、原則、全て地域型保育事

業者が負うものとし、当該損害に備えて保険に加入することが望ま

しい。 

また、代替保育中に発生した事件・事故に関しては、原則として

地域型保育事業者の責任において処理するものとする。 

費用負担 費用の額は、期間による定額を定めるものでも、連携協力の内容

ごとに１回当たり、児童１人当たりの額を定めるものでも構わな

い。また、費用負担の額については、後日トラブルとならないよう

覚書において定めておくことが望ましい。 
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ウ 連携施設確保の例外 

連携施設を確保することが著しく困難であると認められる場合には、次に掲げる要件のも

と、連携施設に代わって、以下の施設を「連携協力を行う者」とすることができる。 

連携協力に係る具体的な内容は、連携施設と同様の取扱いとする。 

施設種別 要    件 

小規模保育事業所 

（A型又は B型） 

(1) 連携協力を依頼する地域型保育事業者と連携協力を行う者との

間でそれぞれ役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

(2) 連携協力を行う者の本来の業務の遂行に支障が生じないように

するための措置が講じられていること。 

※ ナーサリールーム及び企業主導型保育施設は、地域型保育事業所へ

代替職員を派遣する方法のみ、代替保育の提供に係る「連携協力を

行う者」となることができる。

事業所内保育事業所 

（A型又は B型） 

ナーサリールーム※ 

企業主導型保育施設※ 

(3) 卒園後の受け皿 

地域型保育事業者により保育の提供を受けていた利用乳幼児（事業所内保育事業の利用乳幼児

にあっては、地域枠利用乳幼児に限る。）を、当該保育の提供の終了に際して、優先的に入所でき

る枠（以下「連携枠」という。）を連携施設において確保し、保護者の希望に基づき受け入れ、教

育又は保育を提供すること。 

ア 連携施設の要件 

施設種別 要    件 

認可保育所 原則、地域型保育事業者が提供していた保育時間と同等の内容（児童の

教育又は保育を行う時間を 11 時間以上確保し、年末年始以外に長期休

業を設定しないこと）を提供できること。 認定こども園 

幼稚園 

次の(1)又は(2)いずれかの要件を満たすこと。 

(1) 下記のアからエに掲げる日を除き、８時間（教育課程に係る教育

時間を含む。）以上の預かり保育事業を実施する幼稚園（子育て支

援型幼稚園） 

(2) 下記のアからウに掲げる日を除き、８時間（教育課程に係る教育

時間を含む。）以上の預かり保育事業を年間 200 日以上実施する幼

稚園 

ア 日曜日及び土曜日 

イ 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

ウ １月２日、３日及び１２月２９日から３１日までの日 

エ アからウに掲げるもののほか、年間１５日を限度として幼稚園が

あらかじめ定める日 

イ 連携施設の所在地 

原則として、さいたま市内の施設とすること。 

ただし、幼稚園又は認定こども園（１号定員において卒園児を受け入れるものに限る）につ
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いては、当該施設を運営する者と受入れに係る合意が図れている場合に限り、市外の施設であ

っても卒園後の受け皿に係る連携施設とすることができる。 

また、利用乳幼児及び保護者に配慮した距離を考慮し、地域型保育事業所と同じ区内若し

くは隣接区内に確保すること。 

ウ 内容 

   項 目 内    容 

連携枠の確保 地域型保育事業の２歳児の利用定員の人数分の受け皿を確保するこ

と。また、実際の利用乳幼児の数が利用定員を上回る場合については、

その分の受け皿も確保すること。 

なお、連携施設は１か所に限定する必要はなく、複数の連携施設を

設定することにより、必要な連携枠を確保することも可能とする。 

連携枠は、覚書において「○名分」又は「○名以上」と定めることと

し、最低人数を定めた上で、年によって上限の人数を変更することも

可能とする。 

※「○名以内」や「定員に空きがある場合」等の記載は適切ではない。 

利用希望者数の報告 地域型保育事業者は、毎年利用乳幼児及び保護者の意向を確認し、

連携施設の利用を希望する人数を把握し、連携施設を運営する者へ報

告する等、円滑な運営に配慮すること。 

連携施設の利用を希望する人数が、確保した連携枠を下回った場合、

利用を希望する人数を除いた受入枠について、連携枠としないことが

できる。 

連携枠内定後の取扱 連携枠の内定者は、原則、内定を辞退することはできない。（転園申

込み及び通常の４月入所利用申込みをすることはできない。） 

エ 連携施設確保の例外 

連携施設を確保することが著しく困難であると認められる場合には、次の要件により、連

携施設に代わって、以下の施設を「連携協力を行う者」とすることができる。

連携協力に係る具体的な内容は、連携施設と同様の取扱いとする。

施設種別 要    件 

ナーサリールーム 

原則、地域型保育事業者が提供していた保育時間と同等の内容（児童の

教育又は保育を行う時間を 11 時間以上確保し、年末年始以外に長期休

業を設定しないこと）を提供すること。 

企業主導型保育施設 

原則、地域型保育事業者が提供していた保育時間と同等の内容（児童の

教育又は保育を行う時間を 11 時間以上確保し、年末年始以外に長期休

業を設定しないこと）を提供できること。 

また、当該企業主導型保育施設の定員が 20 人以上で、地域枠を設けて

いること。 
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５ 幼稚園を連携施設とする際の留意事項 

「さいたま市と一般社団法人さいたま市私立幼稚園協会との協定書（令和３年６月３０日締結）」

に基づき、地域型保育事業等の卒園児の幼稚園の受け入れについては、包括的な取り組みを行って

いることから、地域型保育事業者が幼稚園との連携協力を新たに締結しようとするときは、幼稚園

との協議を開始する前に、さいたま市へ事前に相談するものとする。 



様式１

年  月  日 

（あて先）さいたま市長 

設 置 者 名 称 

代 表 者 名 

住所又は所在地 

施 設 名 称 

地域型保育事業連携施設届出書 

連携施設の確保について、下記のとおり届出します。 

連携施設名 
上段：締結年月日 

支援内容（該当項目に○印を付けてください） 
下段：効力の期間 

  年  月  日 

①保育内容の支援 

ア 園庭開放  イ 合同保育 

ウ 給食搬入  エ 健康診断 

オ 相談・助言 カ その他（     ） 

②代替保育の提供 

ア 連携施設から代替要員を派遣 

イ 連携施設に児童を預ける 

③卒園後の受け皿   名 

 年  月  日 

～ 

 年  月  日 

（自動更新：有・無） 

  年  月  日 

①保育内容の支援 

ア 園庭開放  イ 合同保育 

ウ 給食搬入  エ 健康診断 

オ 相談・助言 カ その他（     ） 

②代替保育の提供 

ア 連携施設から代替要員を派遣 

イ 連携施設に児童を預ける 

③卒園後の受け皿   名 

 年  月  日 

～ 

 年  月  日 

（自動更新：有・無） 

  年  月  日 

①保育内容の支援 

ア 園庭開放  イ 合同保育 

ウ 給食搬入  エ 健康診断 

オ 相談・助言 カ その他（     ） 

②代替保育の提供 

ア 連携施設から代替要員を派遣 

イ 連携施設に児童を預ける 

③卒園後の受け皿   名 

 年  月  日 

～ 

 年  月  日 

（自動更新：有・無） 



様式２

年  月  日 

（あて先）さいたま市長 

設 置 者 名 称 

代 表 者 名 

住所又は所在地 

施 設 名 称 

地域型保育事業連携施設設定内容変更届 

連携施設の連携協力の内容変更について、下記のとおり届出します。 

連 携 施 設 名 変更年月日 変 更 す る 支 援 内 容 

  年  月  日 

（変更前） 

（変更後） 

  年  月  日

（変更前） 

（変更後） 

  年  月  日

（変更前） 

（変更後） 

  年  月  日

（変更前） 

（変更後） 

  年  月  日

（変更前） 

（変更後） 



様式３

年  月  日 

（あて先）さいたま市長 

設 置 者 名 称 

代 表 者 名 

住所又は所在地 

施 設 名 称 

地域型保育事業連携施設設定解除届 

連携施設の設定解除について、下記のとおり届出します。 

連 携 施 設 名 解除年月日 解 除 す る 支 援 内 容 

  年  月  日 

  年  月  日 

  年  月  日 

  年  月  日 

  年  月  日 


